
最高裁判所

本 庁

支 部

本 庁

支 部

本 庁

支 部

出 張 所

地方裁判所本庁又は支部

に併置された簡易裁判所

そ の 他 の 簡 易 裁 判 所

( 独 立 簡 易 裁 判 所 ）

地方裁判所本庁所在地
　６７
  （注５）

地方裁判所支部所在地 　９８

　　 ５　東京には６庁、大阪には４庁、横浜には３庁、さいたま、千葉、京都、神戸、名古屋、広島及び福岡には各２庁

　 （注）

　　 １　６支部のほか、東京高等裁判所には、特別の支部として、知的財産高等裁判所が置かれている。

　　 ２　合議事件を取り扱う支部　６３庁

　　 ３　専任所長の置かれた家裁　２６庁

　　 ４　⑴　少年法で定める少年の保護事件の審判に関する事務を取り扱う支部　１０２庁

　　　　 ⑵　合議事件を取り扱う支部　６３庁

　 

高等裁判所

地方裁判所

家庭裁判所

 　　　　　 　１

 　　　　　　 ８

              ６　（注１）

            ５０

          ２０３　（注２）

         　 ５０　（注３）

          ２０３　（注４）

 第 １ 部 組 織 関 係

1 裁判所の組織

 §１ 裁判所の種類及び数並びに検察審査会の数

　　　　 　 ７７

簡易裁判所

検察審査会

４３８

１６５

２５３

１８５

憲法７６条１項では、「すべて司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところにより設置
する下級裁判所に属する。」と定められています。この規定を受け、裁判所法が、下級裁判
所として高等裁判所、地方裁判所、家庭裁判所及び簡易裁判所の４種類の裁判所を設け（裁
判所法２条１項）、それぞれの裁判所が扱う事件を定めています。

そして、下級裁判所の設立及び管轄区域に関する法律により、具体的な下級裁判所の名称、
所在地及び管轄区域が定められています。

また、検察審査会法１条では、「政令で定める地方裁判所及び地方裁判所支部の所在地に
検察審査会を置く。」と定められています。この規定を受け、検察審査会の名称及び管轄区
域等を定める政令により、検察審査会を置くべき地方裁判所及び地方裁判所支部並びに検察
審査会の名称及び管轄区域が定められています。
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§２　下級裁判所及び検察審査会の名称

凡　例
　⑴　地方裁判所・家庭裁判所の本庁欄中「◎」は、家庭裁判所について所長専任庁であることを示す。
　⑵　簡易裁判所の欄中「×」は、事務移転庁であることを示す。
　⑶　合議事件欄は、その管内の民事事件、刑事事件、家事事件及び少年事件の合議事件を取り扱う地方裁判所・
　　家庭裁判所の本庁又は支部を示す。
　ただし、裁判員裁判対象事件は、地方裁判所の本庁、東京地方裁判所立川支部、横浜地方裁判所小田原支部、
静岡地方裁判所沼津支部、静岡地方裁判所浜松支部、長野地方裁判所松本支部、大阪地方裁判所堺支部、神戸
地方裁判所姫路支部、名古屋地方裁判所岡崎支部、福岡地方裁判所小倉支部及び福島地方裁判所郡山支部のみ
で取り扱い、その他の支部では取り扱わない。

　⑷　少年事件欄は、その管内の少年法で定める少年の保護事件の審判に関する事務を取り扱う家庭裁判所の本庁
　　又は支部を示す。
　⑸　各高等裁判所、地方裁判所及び家庭裁判所の支部、家庭裁判所の出張所並びに検察審査会は、簡易裁判所欄
　　記載の簡易裁判所の管轄区域をその管轄区域としている。
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（注）

　１　知的財産高等裁判所は、平成１７年４月１日に知的財産高等裁判所設置法に基づき東京高等裁判所に特別の支部として設置さ
　　れた裁判所であり、同裁判所では東京高等裁判所の管轄に属する事件のうち、知的財産に関する事件を取り扱う（同法２条）。
　２　福島富岡簡易裁判所の事務のうち、刑事事件に関する事務をいわき簡易裁判所が、民事事件に関する事務を含むその余の事務
　　を郡山簡易裁判所が、それぞれ取り扱う。
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§３ 裁判所機構図

最高裁判所 （憲・裁）

〔合議制〕 根拠法令略称

憲・・・日本国憲法
大法廷 裁・・・裁判所法

（裁）
小法廷 規・・・最高裁判所規則

第一小法廷 検審・・検察審査会法
第二小法廷

第三小法廷

高等裁判所 （裁）

〔合議制〕

部（規）

支部 （裁・規）

部（規）

地方裁判所 （裁） 家庭裁判所 （裁）

〔一人制又は合議制〕 〔一人制又は合議制〕

部（規） 部（規）

支部 （裁・規） 支部 （裁・規）

部（規） 部（規）

出張所 （裁・規）

検察審査会 （検審・政令）

簡易裁判所 （裁）

〔一人制〕

（注）特別の支部として，東京高等裁判所に知的財産高等裁判所が設けられている（知的財産高等裁判所設置法）。

　裁判所の機構は，日本国憲法や裁判所法などの各種法令に基づき定められており，大別すると，

裁判部門と司法行政部門に分けられます。裁判部門では，裁判官が合議制又は一人制で各種の事件

（民事事件，刑事事件，家事事件，少年事件）を審理裁判します。司法行政部門では，意思決定機

関である裁判官会議のもと，これを補佐する機関として事務総局や事務局（総務課，人事課，会計

課等），研修所などが設置され，裁判事務の合理的，効率的な運用を図るため，人や設備などの面

で裁判部門を支援する事務を行っています。このほか，司法行政に関する事項について調査審議す

る各種の委員会が設置されています。

－　裁判部門　－

 
§３　裁判所機構図

　　裁判所の機構は、日本国憲法や裁判所法などの各種法令に基づき定められており、大別すると、
　裁判部門と司法行政部門に分けられます。裁判部門では、裁判官が合議制又は一人制で各種の事
　件（民事事件、刑事事件、家事事件、少年事件）を審理裁判します。司法行政部門では、意思決
　定機関である裁判官会議のもと、これを補佐する機関として事務総局や事務局（総務課、人事課、
　会計課等）、研修所などが設置され、裁判事務の合理的、効率的な運用を図るため、人や設備など
　の面で裁判部門を支援する事務を行っています。このほか、司法行政に関する事項について調査
　審議する各種の委員会が設置されています。

（注）　特別の支部として、東京高等裁判所に知的財産高等裁判所が設けられている（知的財産高等裁判所設置法）。
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地域委員会
　　　（規）

事務局（裁・規）

判例委員会（程）

事務局（裁・規）
簡易裁判所判事推薦委員会（規）
地方裁判所委員会（規）

事務局（裁・規）

支部

－　司法行政部門　－

最高裁判所

高等裁判所

地方裁判所 家庭裁判所

簡易裁判所

検察審査会

（憲・裁）

（裁・規）
庶務課（規）

支部 （裁・規）
庶務課（規）

支部 （裁・規）
庶務課（規）

事務部（規）
庶務課（規）

事務局（検審・政令）

（注）　知的財産高等裁判所には，「知的財産高等裁判所に勤務する裁判官の会議」，「知的財産高等裁判所事務局」が置かれている
　　　（知的財産高等裁判所設置法）。

〔裁判官会議〕

（裁）
〔裁判官会議〕

（裁）

（裁）

〔裁判官会議〕
（裁）

〔裁判官会議〕

事務総局（裁・規・程）

秘　書　課
広　報　課
情報政策課
総　務　局
人　事　局
経　理　局
民　事　局
刑　事　局
行　政　局
家　庭　局

根拠法令略称
憲・・・日本国憲法
裁・・・裁判所法
規・・・最高裁判所規則
程・・・最高裁判所規程
検審・・検察審査会法
国・・・国家公務員法
　　　　裁判所職員臨時措置法
国倫・・国家公務員倫理法
　　　　裁判所職員臨時措置法
国退・・国家公務員退職手当法
入契・・公共工事の入札及び契約の
　　　　適正化の促進に関する法律
品確・・公共工事の品質確保の促進
　　　　に関する法律

事務局（規）

事務局（規）

（規）
（規）
（規）
（規）
（規）
（規）
（規）
（規）
（規）
（規）
（規）

（国倫・規）
（国・規）

（国退・規）
（規）
（程）
（程）
（程）
（程）

（入契・程）
（品確・程）

（裁・規）
（裁・規）
（裁・規）

民 事 規 則 制 定 諮 問 委 員 会
刑 事 規 則 制 定 諮 問 委 員 会
家 庭 規 則 制 定 諮 問 委 員 会
一 般 規 則 制 定 諮 問 委 員 会
最 高 裁 判 所 図 書 館 委 員 会
司 法 修 習 生 考 試 委 員 会
司 法 修 習 委 員 会
簡 易 裁 判 所 判 事 選 考 委 員 会
医 事 関 係 訴 訟 委 員 会
建 築 関 係 訴 訟 委 員 会
下級裁判所裁判官指名諮問委員会
裁判所職員倫理審査会
裁判所職員再就職等監視委員会
裁判所職員退職手当審査会
最高裁判所行政不服審査委員会
判 例 委 員 会
裁 判 所 書 記 官 等 試 験 委 員 会
家庭裁判所調査官試験委員会
契 約 監 視 委 員 会
入 札 監 視 委 員 会
総 合 評 価 審 査 委 員 会

司 法 研 修 所
裁 判 所 職 員 総 合 研 修 所
最 高 裁 判 所 図 書 館

家庭裁判所委員会（規）

（注）　知的財産高等裁判所には、「知的財産高等裁判所に勤務する裁判官の会議」、「知的財産高等裁判所事務局」が置かれている
（知的財産高等裁判所設置法）。
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§４　裁判所審級図
　　裁判所における訴訟手続には、第一審、第二審、第三審の三つの審級が設けられています。原則として、
　第一審の裁判所の判決に不服のある当事者は、第二審の裁判所に不服申立て（控訴）をすることができ、
　第二審の裁判所（控訴審）の判決に不服のある当事者は、更に第三審の裁判所（上告審）に不服申立て（上
　告）をすることができます。上告審では、原則として、新たに事実を認定し直すことはなく、法律上の
　問題（憲法違反又は法令違反の有無）を審理します。
　　このように、異なる審級の裁判所に事件を審理させ、第三審までの不服申立てを認める制度を三審制
　度といいます。訴訟手続以外の家事事件や少年事件における審判手続においても、抗告、特別抗告等と
　いった三審構造がとられています。
　　地裁民事・行政事件、簡裁民事事件、人事訴訟事件、刑事事件、家事事件、少年事件の各事件別の審
　級については、⑴～⑻のとおりとなっています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）※１　一般行政事件・訴額１４０万円超過の請求に係る民事事件（ただし、訴額１４０万円以下の請求に係る民事事件のうち、
　　不動産に関する訴訟については、地方裁判所、簡易裁判所の競合管轄）
　　　なお、本来の訴えのほかに、地方裁判所に申し立てられる労働審判事件については、労働審判に対して異議の申立てが
　　あったときは、地方裁判所に訴えの提起があった場合と同様の手続で処理されることになる。
※２　特殊行政事件（選挙に関する行政事件等。さらに、東京高等裁判所は、特許法１７８条１項、海難審判法４４条１項等
　　の法律により特別に定められた事件について専属的第一審裁判権を有する。）
※３　知的財産高等裁判所設置法２条に定められる事件については、知的財産高等裁判所で扱われる。

⑴　地裁民事・行政事件
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（注）※１　訴額１４０万円以下の請求に係る民事事件（ただし、不動産に関する訴訟については、地方裁判所、簡易裁判所の
　　　　　競合管轄）
　　　※２　訴額６０万円以下の金銭支払請求で、少額訴訟による審理及び裁判を求める旨の申述のあるもの。
　　　※３　本来の訴えのほかに、簡易裁判所に申し立てられる支払督促については、異議の申立てがあったときは、その目
　　　　　的の価額（訴額）に従い、簡易裁判所又は地方裁判所に訴えの提起があった場合と同様の手続で処理されることに
　　　　　なる。
　　　※４　裁判所による決定又は被告の申述により通常の手続に移行したもの。
　　　※５　少額訴訟判決に対して異議が申し立てられると、通常の手続による審理及び裁判が進められる。
　　　※６　民事調停の申立てについては、その目的の価額にかかわらず、簡易裁判所の管轄となる（地方裁判所で処理する
　　　　　ことについて合意のあるものや鉱害調停等を除く。）。

⑵　簡裁民事事件
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⑶　人事訴訟事件
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　（凡　例）　太線は抗告、再抗告を、点線は特別抗告、許可抗告を示す。

⑷　民事事件・行政事件・人事訴訟事件（決定・命令手続）
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　（凡　例）　太線は控訴、上告、事件受理申立てを、点線は跳躍上告、移送を示す。また、細線は、審級とは関係のない手続
　　の流れを示す。

 
　（注）※１　内乱罪等（刑法７７～７９条）の罪に係る訴訟
　　　　※２　原則的な第一審裁判所
　　　　※３　罰金以下の刑に当たる罪、選択刑として罰金が定められている罪及び常習賭博、横領、盗品譲受け等の罪に係る
　　　　　　訴訟
　　　　※４　簡易裁判所の管轄する刑事事件のうち、１００万円以下の罰金又は科料を科すことが相当なもので、被疑者に異

議がなく、検察官の請求があるもの。

⑸　刑事事件
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（凡　例）　太線は一般抗告（即時抗告、通常抗告）を、点線は特別抗告を示す。また、細線は準抗告を示す。

 ①　一般抗告（即時抗告、通常抗告）

　　（注）※　高等裁判所の決定に対しては、抗告をすることはできない。通常抗告又は即時抗告の許される決定で高等裁
　判所がしたものに対しては、その高等裁判所に異議の申立てをすることができる。

⑹　刑事事件（決定・命令手続）
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②　準抗告
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　　（凡　例）　太線は即時抗告、特別抗告、許可抗告を、点線は審判手続への移行を示す。また、細線は審級とは関係の
　　　ない手続の流れを示す。

　　（注）※　再抗告事件は許されない。

⑺　家事事件
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　（凡　例）　太線は、抗告、再抗告又は抗告受理申立てを示す。また、細線は、審級とは関係のない手続の流れを示す。

　（注）　※１　検察官関与決定のあった場合においても、検察官からの申立てはできない。
 　　　　※２　保護処分の決定に対する少年側からの抗告
 　　　　※３　検察官関与決定のあった場合においては、保護処分に付さない決定又は保護処分の決定に対し、一定の

　事由を理由とするときに限り、検察官から抗告受理申立てができる。
 　　　　※４　検察官、司法警察員、警察官、都道府県知事又は児童相談所長からの送致、家庭裁判所調査官からの報

　告、一般人、警察官又は保護観察所長からの通告
 　　　　※５　年齢超過又は刑事処分相当の場合

⑻　少年事件
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